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＜福岡県エネルギー対策特別融資制度に関する問合せ先＞ 

 

福岡県 企画・地域振興部 総合政策課 エネルギー政策室  
 

所在地：〒812-8577 福岡市博多区東公園７番７号 

電○話：０９２－６４３－３１４８           

ＦＡＸ：０９２－６４３－３１６０ 

メール：energy@pref.fukuoka.lg.jp 

ウェブ：（本融資制度関係）https://www.fukuoka.lg.jp/contents/yuushi01.html 

ウェブ：（ふくおかのエネルギー）https://www.f-energy.jp 
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 〇 本融資の借入申込みに必要な書類は次のとおりです。 

 

区分 書類名 配布・掲載場所 備 考 

一 

般 

的 

事 

項 

に 

関 

す 

る 

書 

類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 信用保証委託申込書（信用保証

委託契約書一式） 
取扱金融機関  

２ 個人情報の取扱い（提供）に関

する同意書 
取扱金融機関 

初回の保証申込の場合に必要です。 

１（信用保証委託申込書）の書式に付いています。 

３ 納税証明書 県税事務所 

納期限が到来している直近の１事業年度分（１年分）

に係る事業税を完納していることを示す納税証明書を

提出してください。 

ただし、事業税の課税がない場合、法人は法人県民税、

個人は市町村が発行する県・市町村民税の納税証明書

を提出してください。 

４ 商業登記簿謄本 法務局 
法人の場合に必要です。 

発行後１か月以内のものを提出してください。 

５ 印鑑証明書 市町村 発行後３か月以内のものを提出してください。 

６  許認可証等の写し 
許認可等を行った

機関 
許認可等を必要とする業種の場合に必要です。 

７ 決算書、納税申告書等の写 

し。ただし、特定非営利活動法人 

の場合は、これに代えて、次に掲 

げるすべての書類を提出するこ 

と。 

 ① 事業報告書 

 ② 計算書類及び財産目録 

 ③ 年間役員名簿 

 ④ 社員のうち１０人以上の 

者の氏名及び住所を記載し 

た書面の写し 

 

原則として、法人は直近２期分の決算書の写し、個人

は直近２年分の納税申告書の写しが必要です。 

 

特定非営利活動法人の場合に必要となる①～④は、特

定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２８

条第１項の規定により作成・備置きが義務付けられて

いる書類となります。 

エ 

ネ 

ル 

ギ 

｜ 

関 

連 

事 

項 

に 

関 

す 

る  

書  

類  

８ エネルギー対策事業計画書 
取扱金融機関 

県ホームページ 
 

９ 設備の見積書  有効期限内のものを提出してください。  

10 導入しようとする設備等が 

融資対象に該当することを示 

す書類 

 
設備等のカタログ、仕様書、図面、省エネ診断書など

を提出してください。 

11 省エネ率計算シート 
取扱金融機関  

県ホームページ  
建築物の省エネ改修の場合のみ必要です。 

12 チェックリスト 
取扱金融機関  

県ホームページ  

必要書類がすべて揃っているかを確認してください。

（申込みの際はこのチェックリストも要添付） 

13 その他必要と認める書類  

１～13の書類のほかに、必要に応じて追加資料を

お願いする場合があります。  

※ 再生可能エネルギー発電設備の導入を行う

場合は、次の書類を添付してください。  

＜低圧（50kW未満）の場合＞  

「系統連系に係る契約のご案内」の写し 

＜高圧・特別高圧（50kW以上）の場合＞ 

「接続検討結果（接続検討回答書）」の写し 

 

１ 借入申込みに必要な書類（一覧表） 
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 〇 福岡県エネルギー対策特別融資制度では、必要書類を、「一般的事項に関する書類」と「エ

ネルギー関連事項に関する書類」に分類しています。他の制度融資の場合にも一般的に必要と

される書類が「一般的事項に関する書類」、本融資制度の場合に特別に必要となる書類が「エ

ネルギー関連事項に関する書類」です。 

 

 〇 融資の申込みにあたっては、「一般的事項に関する書類」と「エネルギー関連事項に関する

書類」のいずれも提出する必要があります（ただし、場合によっては、申込書類の一部を添付

しなくてよいものもあります）。 

 

 〇 必要書類⑧「エネルギー対策事業計画書」、必要書類⑪「省エネ率計算シート」及び必要書

類⑫「チェックリスト」の様式のデータを、県のホームページ（ＵＲＬは次のとおり）からダ

ウンロードすることができます。 

    https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/yuushi01.html 

 

 

１ 一般的事項に関する書類 
 

① 信用保証委託申込書一式 
 

  〇 記載例（１０～１７ページ）を参照してください。 

 

  〇  申込人（企業）概要は、信用保証協会の申込みが初めての場合は全項目記入してください。

２回目以降の申込みの場合は、変更のない項目については、記入を省略することができます。 

 

  

② 個人情報の取扱い（提供）に関する同意書 
 

  〇 初回の保証申込の場合に必要です。 

 

  〇 「１ 信用保証委託申込書一式」の中に含まれています。 

 

  〇 保証申込の関係者（本人、連帯保証人、担保提供者等）から個別に提出をお願いします。 

 

  〇 個人情報保護法に基づき、信用保証協会が定める同意書「個人情報の取扱いに関する同意

書（保証協会用）」「個人情報の提供に関する同意書（金融機関用）」に署名捺印の上、提出

をお願いします。 

 

  

③ 納税証明書 
  

〇 法人の場合は直近の１事業年度分（納期限到来のもの）、個人の場合は直近の１年分（納

期限到来のもの）に係る事業税（事業税の課税がない場合は、県・市町村民税）を完納して

いることが要件となります。 

   

 〇 完納していることの確認は、事業税及び法人県民税については県税事務所発行の納税証明

書、県・市町村民税については市町村発行の納税証明書により行います。 

 

〇 直近の納期限到来分の証明書が必要であるため、借入申込日までの間に新たに納期限が到

来した場合は、新しく取り直す必要があります。 

 

〇 法人で法人事業税の課税がない場合は、法人県民税の納税証明書が必要となります。 

２ 留意事項  
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〇 個人事業主で事業税の課税がない場合は、県・市町村民税の納税証明書が必要です。また、 

県・市町村民税が非課税の場合は、非課税証明書が必要となります。 

    

〇 個人の県・市町村民税の場合、第１期が６月末、第２期が８月末、第３期が１０月末、第

４期が１月末の納期限となっているので、 

     ・ ４～６月に申し込む場合は、前年度分（１年分） 

     ・ ７～８月に申し込む場合は、第１期分 

     ・ ９～１０月に申し込む場合は、第１～２期分 

     ・ １１月～１月に申し込む場合は、第１～３期分 

     ・ ２月～３月に申し込む場合は、今年度分（１年分） 

   を完納した納税証明書が必要となります。 

 

  〇 県内に移転して間もない場合は、次のとおり取り扱います。 

     ・ 課税がなされていれば、納期未到来の場合でも、取り扱いできます。ただし、前住

所地における事業税等の完納の確認が必要です。 

      ・ 課税がなされていない場合でも、開業届が税務署に提出されており、かつ、前住所

地における事業税等の完納が確認できれば取扱いできます。 

 

 

④ 商業登記簿謄本 
 

 〇 法人の場合に必要です（原本証明又は履歴事項全部証明書）。 

 

  〇 申込時点から１か月以内に発行されたものに限ります。 

   

〇 ２回目以降の保証申込みの際は、記載事項に変更があった場合のみ必要です。 

 

 

 ⑤ 印鑑証明書 
  

 〇 平成１８年１１月以降、信用保証協会への保証申込みが初めての場合は、申込時に印鑑証

明書の写し（発行後３か月以内のもの）が必要です。 

 

  〇 ２回目以降の保証申込みの際は、記載事項に変更があった場合のみ必要です。 

 

〇 融資実行時には、原本が必要です。 

 

 

 ⑥ 許可・認可・登録・届出（写） 
 

  〇 許認可等を必要とする業種の場合に必要です。許認可等が必要な業種で許認可等を有して

いない場合、融資対象となりません。 

 

  〇 工事１件の請負金額が 500万円（建築一式の場合 1,500万円）未満のみの場合、建設業許

可が不要であるなど、業種によって許認可等の要件が異なりますので、不明な点は関係機関

へ確認してください。 

 

  〇 許認可等は本人（法人の場合は法人）名義である必要があります。 

   

 

 

 ⑦ 決算書、納税申告書等の写し 
 

  〇 法人の場合は原則として直近２期分の決算書の写し（勘定科目明細書付）、個人の場合は
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原則として直近２年分の納税申告書の写しが必要です。 

 

  〇 元帳などにより内容を確認する場合があります。 

 

  〇 決算期より一定期間（６か月）経過の場合は残高試算表が必要です。 

 

  〇 特定非営利活動法人の場合は、「決算書、納税申告書等の写し」は不要ですが、これに代 

えて、次に掲げるすべての書類が必要となります。 

 これら①～④の書類は、特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２８条第１項 

の規定により作成・備置きが義務付けられている書類となります。 

① 事業報告書  

② 計算書類及び財産目録 

③ 年間役員名簿 

④ 社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所を記載した書面の写し 

 

 

 

２ エネルギー関連事項に関する書類 
 

 ⑧ エネルギー対策事業計画書 
 

  〇 記載例（１８ページ）を参照してください。 

 

〇 様式は、県のホームページ（ＵＲＬは次のとおり）からダウンロードすることができます。 

記載内容が多い場合は、紙が２ページにわたっても構いません（裏面の使用も可）。 

     https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/yuushi01.html 

 

  〇 この書類には押印は不要です。 

 

〇 導入・整備する設備等（融資を受けて行おうとする事業）の種類、内容（名称・型式、規

模・出力、省エネ効果、金額、完了・運転開始予定日等）、設備等を導入・整備しようとす

る場所（すなわち事業の実施場所）、資金調達計画を記入してください。 

 

  〇 「２ 導入・整備する設備等の内容」の「設備等の名称、型式等」の欄には、設備や工事

の名称、型式、区分等（例：「太陽光発電設備」、「太陽光発電設備設置工事」、「蓄電池」、「事

務所ビルの省エネ改修工事」、「土地の造成」、「系統連系に係る工事負担金」等）を記入して

ください。 

 

  〇 「２ 導入・整備する設備等の内容」の「設備等の規模・出力、省エネ効果等」の欄には、

次のような内容を記入してください。 

・ 省エネルギー設備、再生可能エネルギー設備等の導入の場合 

…設備（発電）容量、省エネ効果、設置工事の概要、土地の造成を伴う場合は造成す 

 る土地の面積等 

・ 建築物の省エネ改修の場合 …省エネ改修工事の概要、省エネ効果等 

・ 水素ステーションの整備の場合 …水素供給能力等 

   

  〇 「２ 導入・整備する設備等の内容」の「完了予定日（運転開始予定日）」の欄には、申

込時点で想定している設備設置日、工事完了日、運転開始日等を記載してください。 

 

   

〇 「２ 導入・整備する設備等の内容」の合計金額、「４ 資金調達計画」の合計所要額、「信

用保証委託申込書」（必要書類①）の「調達方法」の合計額が一致するように金額を記入し

てください。 

  なお、融資対象経費とならないもの（例：土地の購入費）であっても、「信用保証委託申

込書」の「調達方法」に当該経費を記載するときは、「２ 設備投資の内容」及び「４ 資
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金調達計画」にも同内容を記載し、本事業計画書と「信用保証委託申込書」で内容に違いが

出ないようにしてください。 

 

〇 本融資と合わせて金融機関のプロパー融資を受ける場合、金融機関のプロパー融資の金額

は、「４ 資金調達計画」の「その他（自己資金含む）」に記入してください。 

 

 

⑨ 設備等の見積書 
 

〇 融資対象となる事業の費用を確認するための書類として、提出を求めるものです。 

 

  〇 融資対象となる事業以外の事業（融資対象外の設備導入等）を併せて行う場合は、融資対

象経費と融資対象外経費を明確に分けた上で、融資対象経費に係る見積書を提出していただ

く必要があります。 

 

〇 見積書は、その作成者が設定した有効期限内のものに限ります。 

 

 

⑩ 導入しようとする設備等が融資対象に該当することを示す書類（例：設備等のカ

タログ、仕様書、図面、省エネ診断書等） 
 

    〇 導入しようとする設備等が、本融資制度の融資対象となる設備等であるかどうかを確認す

るための書類として、提出を求めるものです。 

 

  〇 設備等のカタログ、仕様書、図面、省エネ診断書等は例示です。他の書類であっても、そ

れが融資対象となる設備等であることを示す書類（省エネ改修工事の場合は、省エネ改修工

事であることを示す書類）であれば構いません。 

 

〇 なお、提出された書類だけでは当該設備等が融資対象設備等であるか否かを判断できない

場合は、他の書類の追加提出をお願いすることがあります。 

 

〇 省エネ診断とは、一般社団法人省エネルギーセンターが実施する「省エネルギー診断事業」

（経済産業省の補助を受けて実施。）のことです。事業者を対象に、設備の運用改善や省エ

ネ型設備への更新による経済的効果等を専門家がアドバイスするというもので、その際に交

付される回答書が「省エネ診断書」です。 

 

  〇 省エネ診断により、省エネ型設備への更新について経済効果等が示され、その結果に基づ

き設備を導入する場合は、省エネ診断書をもって、「導入しようとする設備等が融資対象に

該当することを示す書類」とすることができます。 

 

  〇 他の公的機関等（本県含む。）が実施する省エネ診断事業に類似する事業により、省エネ

型設備への更新について経済効果等が示され、その結果に基づき設備を導入する場合は、当

該機関が示した省エネ診断書類似の書類をもって、「導入しようとする設備等が融資対象に

該当することを示す書類」とすることができます。 

＜他の公的機関等が実施する省エネ診断事業に類似する事業の例＞ 

・ 福岡県省エネルギー相談事業 

※ 詳細は、https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/syouenesodan.html を御覧 

  ください。 

※ 令和３年度は、一般社団法人九州環境管理協会に業務委託しています。

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/syouenesodan.html
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 ⑪ 省エネ率計算シート 
 

ⅰ 全体 

 

〇 記載例（１９～２２ページ）を参照してください。 

 

〇 複数の建築物で省エネ改修を行う場合は、「省エネ率計算シート」を建築物ごとに１枚 

ずつ作成してください。 

 

〇 様式は、県のホームページ（ＵＲＬは次のとおり）からダウンロードすることができま 

す。 

      http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/yuushi01.html 

 

 〇 この書類により、省エネ率が１０％以上となることを確認してください（省エネ率が 

１０％以上となることが融資の条件となります）。 

 

 

ⅱ 「１ 省エネ改修を行う建築物の概要」について 

 

〇 「名称」の欄には、省エネ改修を行う建築物の名称を記入してください。 

（例）「＊＊社事務所ビル」、「☆☆レストラン□□店」 

 

〇 「所在地」の欄には、省エネ改修を行う建築物の所在地を記入してください。所在地は、 

必要書類⑨「エネルギー対策事業計画書」の「３ 設備を導入・整備しようとする場所」

と一致させてください。 

 

〇 「規模」の欄には、省エネ改修を行う建築物の延床面積と階数（地上階・地下階）を記 

入してください。 

  ※ 延床面積が 5,000 ㎡以上か未満かで、躯体改修における「見なし省エネ率」が異 

なります（ⅴを参照）。 

 

   〇 「用途」の欄には、省エネ改修を行う建築物の主な用途を１つ選択し、「✔」を記入し 

てください。 

      ※ 建築物の用途により、設備改修における「見なしエネルギー消費割合」が異なり

ます（ⅵを参照）。 

 

 

 ⅲ 「２ 省エネ改修による省エネ率」について 

 

〇 「Ａ 躯体改修による省エネ率」の欄の記入にあたっては、先に「４(1) 躯体改修〔必

須〕」で躯体改修による省エネ率を計算し、そこで得られた数字を転記してください（小

数点第一位まで。以下、「省エネ率計算シート」でパーセンテージを記入する欄について

同じ）。 

 

〇 「Ｂ 設備改修による省エネ率」の欄の記入にあたっては、先に「４(2) 設備改修」で 

設備改修による省エネ率を計算し、そこで得られた数字を転記してください。 

 

〇 「合計Ａ＋Ｂ」の欄には、Ａ（躯体改修による省エネ率）とＢ（設備改修による省エネ

率）を足し合わせた省エネ率を記入してください。その際、合計が１０％以上となること

を確認してください。 
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 ⅳ 「３ 省エネ改修の工事開始予定日及び工事終了予定日」について 

  

〇 「工事開始予定日」の欄には、工事開始予定日（融資申込時点の見込み）を記入してく 

ださい。 

   

〇 「工事終了予定日」の欄には、工事終了予定日（融資申込時点の見込み）を記入してく 

 ださい。工事終了予定日は、必要書類⑨「エネルギー対策事業計画書」の「２ 実施内容」 

の「完了予定日」欄と一致させてください。 

 

 

  ⅴ 「４ 省エネ改修による省エネ率の計算根拠 (1) 躯体改修〔必須〕」について 

 

   〇 「建築物の省エネ改修」で融資申込みを行う場合、躯体改修は必須となっています。 

 

   〇 躯体改修による省エネ率は、次の計算式による「見なし省エネ率」を使って算出するこ

とができます。 

 

   ① １つの改修項目の省エネ率 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

② 躯体改修による建築物全体での省エネ率 

      各改修項目で得られる省エネ率の和＝躯体改修による建築物全体での省エネ率 

 

〇 本融資制度では、延床面積が 5,000 ㎡以上の建築物を「大規模建築物」、延床面積が 5,000

㎡未満の建築物を「中小規模建築物」として取り扱い、躯体改修における「見なし省エネ

率」に違いを設けています。 

 

  ＜見なし省エネ率＞ 

改修項目 大規模建築物（5,000㎡以上） 中小規模建築物（5,000㎡未満） 

開口部 3% 15% 

屋根・外壁 2% 12% 

日射遮蔽 1% 4% 

その他 個別に判断 個別に判断 

 

  〇 見なし省エネ率を使わずに省エネ率を計算する場合及びその他（開口部、屋根・外壁及

び日射遮蔽以外）の改修を行う場合は、「４(3) 補足」に、その計算式等を記入してくだ

さい。なお、必要に応じて関係資料を添付してください。 

 

   〇 「その他」の改修項目が複数ある場合は、適宜行を追加してください。 

当該改修項目の 

うち、省エネ改 

修を行う部分 

の面積（㎡） 

省エネ改修を行わな 

い部分を含めた、建 

築物全体における当 

該改修項目の総面積

（㎡） 

当該改修項目全部を 

省エネ改修したとき

に得られる、建築物 

全体での省エネ率（%） 

＝見なし省エネ率 

当該改修により

得られる省エネ

率（%） 

÷ × ＝ 

（改修割合） 
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  ⅵ 「４ 省エネ改修による省エネ率の計算根拠 (2) 設備改修」について 

 

   〇 設備改修による省エネ率は、次の計算式による「見なしエネルギー消費割合」を使って

算出することができます。 

 

    ① １つの改修設備の省エネ率 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  ② 設備改修による建築物全体での省エネ率 

      各改修設備の省エネ率の和＝設備改修による建築物全体での省エネ率 

 

〇 本融資制度では、各設備ごとに「見なしエネルギー消費割合」を設定しており、建築物

の用途によってその率に違いを設けています。 

 

 ＜見なしエネルギー消費割合＞ 
改修設備の分類 事務所 学校 物販店・飲食店・集客施設 病院 ホテル 

空調設備 

熱源設備 35% 28% 28% 21% 32% 

搬送設備 5% 4% 4% 3% 5% 

二次側機器 10% 8% 8% 6% 8% 

換気設備 5% 10% 10% 10% 5% 

照明設備 20% 25& 25% 10% 10% 

給湯設備 
熱源設備 - - 9% 36% 27% 

搬送設備 - - 1% 4% 3% 

昇降設備 3% - 5% 5% 3% 

その他 22% 25% 10% 5% 7% 

合 計 100% 100% 100% 100% 100% 

   

   〇 「導入する設備の省エネ率」の欄には、当該設備のカタログ、仕様書その他の資料に記

されている省エネ性能を基に、省エネ率を記入してください（設備の更新を行う際は、既

存の設備と比較してどれくらい省エネ性能が高いかを記してください）。あわせて、その

資料を必要書類⑪「導入しようとする設備等が融資対象に該当することを示す書類」とし

て添付してください。 

 

  〇 見なし省エネ率を使わずに省エネ率を計算する場合及びその他の設備（空調設備、換気

設備、照明設備、給湯設備及び昇降設備以外の設備）の改修を行う場合は、「４(3) 補足」

に、その計算式等を記入してください。なお、必要に応じて関係資料を添付してください。 

 

 

  ⅶ 「４ 省エネ改修による省エネ率の計算根拠 (3) 補足」について 

 

   〇 ４(1)・(2)において、「見なし省エネ率」や「見なしエネルギー消費割合」の数値を使

わずに省エネ率を計算する場合及び「その他」の躯体・設備改修を行う場合は、その計算

根拠を「補足」の欄に記入するとともに、必要に応じて関係資料を添付してください。 

   

   〇 「補足」の欄では記入が不足するときは、別葉を添付する形でも構いません。   

当該設備全部が 

建築物に占める 

見なしエネルギ 

ー消費割合（%） 

導入する設備の 

省エネ率（%） 

※ 改修前の設 

備と比較して、 

新たに導入す 

る設備はどれ 

くらい省エネ 

性能が高いか 

建築物全体で 

存在する当該 

設備のうち、 

改修を行う割 

合（%） 

＝改修割合（%） 

当該設備改修

による省エネ

率（%） 

× × ÷ 10000 ＝ 
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 ⑫ チェックリスト 
 

〇 記載例（２３ページ）を参照してください。 

 

〇 必要書類が揃っているかをこの書類で確認の上、この書類を必要書類の一つとして提出し

てください（必要書類⑨「エネルギー対策事業計画書」の裏面に印刷した場合は、改めて別

の紙に印刷する必要はありません）。 

 

〇 様式は、県のホームページ（ＵＲＬは次のとおり）からダウンロードすることができます。 

      https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/yuushi01.html 

 

 

⑬ その他必要と認める書類 
 

  〇 県・信用保証協会・取扱金融機関が、申込みを行った中小企業者等に対し、①～⑬に掲げ

る書類に加え、その他必要と認める書類の提出をお願いすることがあります。 

 

  〇 その他必要と認める書類の例としては、次のようなものがあります。 

   ・ 設備の省エネ効果等に関し、公的機関や業界団体等による客観的な証明がなされている 

ことを示す書類の写し 

・ 設備を導入するにあたり、土地の造成を行う場合における、当該土地の造成面積等を示

す書類 

 

  〇 再生可能エネルギー発電設備の導入を行う場合は、「その他必要と認める書類」の一つと

して、次の書類を添付していただく必要があります。 

＜低圧連系（50kW未満）の場合＞ 

「系統連系に係る契約のご案内」の写し 

＜高圧連系・特別高圧連系（50kW以上）の場合＞ 

「接続検討結果」の写し 

 

 

 

 

 

 

 

〇 必要書類のうち次のものについて、次ページ以下に記載例を掲載します。 

 ① 信用保証委託申込書一式   …１０～１７ページ 

 ⑧ エネルギー対策事業計画書  …１８ページ 

 ⑪ 省エネ率計算シート     …１９～２２ページ 

 ⑫ チェックリスト       …２３ページ

３ 記載例  
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信用保証委託申込書 
 福岡県信用保証協会 行 
  

令和    ３年 ４月  １日 

西暦   

次のとおり借入したので、信用保証をお願いします。 

 

申 
 

 
 

 

込 
 

 
 

 

人 

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ            ﾌｸｵｶｼｮｳﾃﾝ   〒８１２－８５５５   Tel（092）415 -2605         

法 人 名 
  
 株式会社  福岡商店 
  

      
  
 ﾌｸｵｶｼ ﾊｶﾀｸ ﾊｶﾀｴｷﾐﾅﾐ 本  社 ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ 

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ  ﾌｸｵｶ  ﾀﾛｳ または   
 福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 
  

氏    名                                                                                                                 
ま た は                                                                                                    
代表者名 

  
  福岡 太郎         
                 
                           

         

住  所 

  

  〒 ８１２－００８２   Tel （093）551-2631         

 １ 男   ２ 女 営業所     
  
 ｷﾀｷｭｳｼｭｳｼ ｺｸﾗｷﾀｸ ﾌﾙｾﾝﾊﾞﾏﾁ ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ   または ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ 

商   号 
  
  
  

工場等 

北九州市小倉北区古船場町１番３５号   

（個人の方のみ記入）   

組   織 
 
１ 個人 ２ 株式 ３ 有限  ４ 合名  ５ 合資  ６ 合同  ７ 士業法人  ８ 組合  ９ 医療法人   10 その他法人 

資本金 
 
30,000,000 円 

  常用（役員・家族除く）    60 名 生 年 月 日 西暦  明  大  昭  平  令 

従業員 常用（役員・家族）       5 名 ま た は   
  

  
  

 3 年  4 月  1 日 
後継者 1 無   ２ 有   臨時（パート含む）        7 名 設立年月日 

業   種 
（主たる業種） 医療品卸売業 

（従たる業種） 不動産賃貸業 

取扱品目                                                                                                                            
（％で表示） 

 処方用医薬品  70％ 
  
 一般大衆薬   15％ 

会計処理 
１ 中小企業会計に準拠   
２ 非準拠 
３ 会計参与設置 

  （個人事業主の方）貸借対照表の有無 1 無   ２ 有 

 １不要 
   許認可等 

  ２ 有（当該事業に係る許認可証等を取得し、適法に事業を営んでいることを宣誓いたします）                 

 

申 

込 
内 
容 

金融機関 
  
博多銀行 （ 福岡  本・支店） 

期   間 

ま た は 

期   日 

    ８４     か月 
   年    月    日 

返 済 1   一括 

方 法 2   分割 

  

 5 0 0 0 0 0 0 0 

  
  
円 
  

資 
金 

１ 運転資金  40,000  千円 
保証料                                                                                                        
分 納                                                                                                        
希 望 

              

借入金額 1   無 

（極度額） 使 
途 

２ 設備資金  10,000  千円           
2 有 

                

  本件       50,000千円   ※ 本件借入に伴う資金は今回申込に係る事業以外の目的で使用いたしません 
営業車５台の買い替え資金及び商品仕入れ等運転資金 

     営業車５台   計１０百万円 
商品仕入、人件費支払い等運転資金５０百万円 
（他借入は、博多銀行プロパー） 

調達方法 
他借入      10,000千円 必要 

自己資金          0千円   

  その他            0 千円 理由 

  合計         60,000千円  

 

業
況
等 

最   近                                                 
１２ か 月 
の 売 上 

2/3  100,000 千円 2/7   97,000 千円 2/11  130,000 千円 申  込  時 （預金）                  千円 

2/4  100,000 千円 2/8   77,000 千円 2/12   99,000 千円 預   金  ・ （借入金）                 千円                                                                                             
※非事業性の借入金は除きます 2/5   98,000 千円 2/9  120,000 千円 3/1   88,000千円 借入金残高 

2/6  110,000 千円 2/10 100,000 千円 3/2   120,000 千円 納税状況 １ 滞納なし   ２ 滞納あり 

 

他協会の                                                                                                                          
保証利用 

１ 無      ２ 有    （    東京     信用保証協会） 

                 （            信用保証協会） 

  

団信加入希望 
保証協会団体信用生命保険（略称「保証協会団信」） 

加入希望の有無   １ 無    ２ 有 

※ 「保証協会団信の加入の有無と、保証の諾否・金融査定はまったく関係ありません。 

必ずご記入ください。 

申込人印は不要です。 

臨時・パート等の雇用

形態を問わず、全くの

臨時的な従業員数の

みをご記入ください。 
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信用保証委託申込書記載事項チェック表 
信用保証委託申込書に必要事項をご記入ください。 

                                                    ﾁｪｯｸ欄 

申込人について ① 屋号  

・ 商店等の商号（呼び名）及びふりがなを記入してください。 

② 商号・氏名 

・ 法人の場合は、ゴム印を使用されて差し支えありません。 

・ 個人事業主の方で屋号等がある場合には、ご記入ください。 

③ 本社または住所 

・ 法人の場合は商業登記上の住所、商号、代表者氏名をご記入ください。 

・ 個人事業主の場合は住民登録上の住所をご記入ください。 

④ 営業所または工場 

・ 営業所や支店、工場を有する場合にご記入ください。 

⑤ 従業員 

 ・ 常用（役員・家族除く）には、雇用形態がパートであっても実質的に常時雇用的なパートの方も含

まれます。 

・ 常用（役員・家族）には、法人の場合は役員、個人事業主の場合は事業主と同一生計の３親等以内

の事業に従事する親族の方の人数をご記入ください。 

⑥ 生年月日または法人設立 

 ・ 個人事業主の場合は生年月日をご記入ください。 

 ・ 商業登記上の法人設立年月日をご記入ください。 

⑦ 業種 

⑧ 取扱品目 

 ・ できるだけ具体的にご記入ください。 

⑨ 会計処理等 

 ・ 中小企業の会計処理に関する基本要領に準拠し、財務諸表を作成している場合は、要領に準拠して

いることが確認できる書類（「中小企業の会計処理に関する基本要領の適用に関するチェックリスト」

等）をご提出ください。 

 ・ 個人事業主の方で貸借対照表を作成されている場合は、「２有」を○で囲み、貸借対照表を添付し

てください。 

⑩ 許認可等 

 ・ 許認可等を必要とする事業を行っている場合には、当該事業に係る許認可等の写しをご提出くださ

い。なお、その際は、許可名義人及び有効期限をご確認ください。 

 

 

申込内容について ① 金融機関 

・ 支店名は勘定店とし、信用保証委託契約書の金融機関名及び支店名と合致させてください。 

② 期間または期日 

 ・ 借入希望期間を月数でご記入ください。手形割引（個別）の場合は、手形の支払期日をご記入くだ

さい。 

③ 保証料分割希望 

・ 保証料の分割を希望される場合は、「２有」を○で囲んでください。なお、保証期間が２年以下の

保証や保証期間が２年を超える場合であっても一部保証商品では分納できないものがあります。 

③ 調達方法 

・ 本件借入以外に他から借入等を予定している場合には、調達方法をご記入ください。 

④ 必要理由 

 ・ 今回、資金が必要になった理由・背景や具体的な資金の使途等をご記入ください。 

    運転資金の例  材料（商品）仕入資金、給与支払等 

    設備資金の例  店舗改装資金、車輌購入資金等 

 

 

業況等について ① 申込時預金・借入金残高 

 ・ 個人事業主の方で貸借対照表を未作成の場合にご記入ください。預金、借入金（住宅ローン等非事

業性の借入金は除きます。）は、お客さまの事業の状況を確認するためのものです。お申込の金融機

関以外の預金、借入金を含めありのままにご記入ください。 

 

 

団信加入希望につ

いて 

① 団信加入希望について 

 ・ 「保証協会団信」へ加入希望の有無をご記入いただくとともに、『「保証協会団信」加入意思確認書』

をご提出ください。また加入を希望される場合は、別途『「保証協会団信申込書」』をご提出ください。 
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保 証 人 等 明 細 
令和   年 ４月  １日 
西暦 

西 

種   別     １ 連帯保証人         ２ 物上保証人 

申込人関係 

１ 代表者   ２ 役員   ３ 事業承継予定者   ４ 親族（同一生計） 
                                                                                                                             
５ 親族（同一生計外）   ６ 友人・知人   ７ 関連法人   ８ その他（                  ） 

氏   名 フリガナ フクオカ タロウ 生 年 月 日 西暦  明  大  昭  平  令 

ま た は 
福岡 太郎 

１ 男 ２ 女                                                                                                      
（７０才） 

ま  た  は 
    ２ ３ 年   １ 月   １ 日 

法 人 名 設立年月日 

住   所 

〒 ８１２－８５５５   ﾌﾘｶﾞﾅ フクオカシハカタクハカタエキミナミ 

 
福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号                                                                                       

Tel（０９２）４１５－２６０５ 
職  業 １ 会社員   ２ 公務員   ３ 自営（当社代表）   ４ その他（       ）                                                                              年収     ２０  百万円 

保有資産状況 

所有不動産 １ 無  ２ 有 土地 １，０００㎡   建物 ２，０００㎡ 

所在地  福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 （持分２分の１） 

時価合計                １５０百万円 

預金・その他                ５０百万円 

負債残高                ４０百万円 

 

種   別     １ 連帯保証人         ２ 物上保証人 

申込人関係 

１ 代表者   ２ 役員   ３ 事業承継予定者   ４ 親族（同一生計）                                                                                                                              
 
５ 親族（同一生計外）   ６ 友人・知人   ７ 関連法人   ８ その他（                  ） 

氏   名 フリガナ フクオカ ハナコ 生 年 月 日 西暦  明  大  昭  平  令 

ま た は 
福岡 花子 １ 男 ２ 女                                                                                                      

（６９才） 

ま  た  は 
    ２ ４ 年   ２ 月 １ ０ 日 

法 人 名 設立年月日 

住   所 

〒 ８１２－８５５５   ﾌﾘｶﾞﾅ フクオカシハカタクハカタエキミナミ 

 
福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号                                                                                        

Tel（０９２）４１５－２６０５ 

職  業 １ 会社員   ２ 公務員   ３ 自営（当社代表）   ４ その他（ 無職 ）                                                                              年収      ０  百万円 

保有資産状況 

所有不動産 １ 無  ２ 有 土地 １，０００㎡   建物 ２，０００㎡ 

所在地  福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 （持分２分の１） 

時価合計                １５０百万円 

預金・その他                １５百万円 

負債残高                  ０百万円 

 

種   別     １ 連帯保証人         ２ 物上保証人 

申込人関係 
１ 代表者   ２ 役員   ３ 事業承継予定者   ４ 親族（同一生計）  
                                                                                                                            
５ 親族（同一生計外）   ６ 友人・知人   ７ 関連法人   ８ その他（                  ） 

氏   名 フリガナ  生 年 月 日 西暦  明  大  昭  平  令 

ま た は 
 １ 男 ２ 女                                                                                                      

（  才） 

ま  た  は 
      年    月    日 

法 人 名 設立年月日 

住   所 

〒    ﾌﾘｶﾞﾅ  

                                                                                      
Tel（   ）   －     

職  業 １ 会社員   ２ 公務員   ３ 自営（当社代表）   ４ その他（      ）                                                                              年収         百万円 

保有資産状況 

所有不動産 １ 無  ２ 有 土地 １，０００㎡   建物 ２，０００㎡ 

所在地   

時価合計                      百万円 

預金・その他                   百万円 

負債残高                   百万円 
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保証人等明細記載事項チェックシート 

 
○ 連帯保証人及び物上保証人になられる方の情報について記入していただく書類です。 

ﾁｪｯｸ欄 
連帯保証人について ・ 日付は必ずご記入ください。 

 

・ 「連帯保証人」、「物上保証人」の種別は、いずれか該当する番号を必ず○で囲んでください。 

 

・ 法人は登記上の本社所在地、個人の場合は住民登録上の住所をご記入ください。 

 

・ お申込みされた法人の代表者は、職業欄の「３ 自営」を○で囲み、「当社代表」とご記入

ください。 

 

・ 時価合計は、所有不動産の時価評価合計額をご記入ください。預金・その他には、預金残高、

有価証券及び動産の評価額をご記入ください。 

 

※ 組合等で連帯保証人等が４名以上おられる場合は、別の申込書から「保証人等明細」を切り

離してご使用ください。また、「保証人等明細」をコピーし、ご使用いただいても構いません。 
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申込人（企業）概要 
  令和   年 ４月  １日  

                                                             西暦   

※前回保証利用後、変更のない項目は、記入を省略して結構です。（初めてのお申込みの場合は、全項目記入してください） 

申
込
人
（企
業
）の
概
要 

創業年月(開業) 西暦 １明治前 ２ 明 ３ 大 ４ 昭 ５ 平 ６ 令     ７ 年  ４ 月  

申込人（企業）の沿革、特色、最近の動向等 

 

（沿革）昭和６３年４月 代表者の営業基盤を引き継ぎ、平成４年４月 本社ビル竣工、 
    平成１２年４月 北九州支店開設、平成１４年４月 東京営業所開設 
（特色）九州一円の調剤薬局や病院向けに処方用の医薬品を取り扱っている。 
 
（最近の動向等） 薬価の引き下げ等当社を取り巻く環境は厳しさを増しているが、物流システムの合理化等によ

り収益確保に努めている。 
 

 

 

 

経 

営 

者 

略 

歴 

生年月日 西暦  １明 ２大 ３昭 ４平 ５令   ２ ２ 年  １ 月  １ 日  

 

○○大学薬学部卒業後、医薬品卸の熊本商事に１４年間勤務 
昭和５７年４月 福岡市中央区黒門で独立開業 
 

 

 

 

特 
 

 
 

許 

特許保有   １  無   ２  有 

登録番号 

（内容） 

 

 

認
証
・資
格 

認証または申込人国家資格 

 

 平成１８年４月 ＩＳＯ１４００１認証取得 

 

 

 

取 

引 

先 

状 

況 

主 

な 

販 

売 

先 

 

会社名 

 

構成比 

(%) 

回収条件 主 

な 

仕 

入 

先 

 

会社名 

 

 

構成比 

(%) 

支払条件 

現金 

(%) 

手形 

(%) 

回収サイ

ト（日） 

現金 

(%) 

手形 

(%) 

回収サイ

ト（日） 

佐賀薬局 ３０ ３０ ７０ １２０ 東京製薬 ４０ ０ １００ ９０ 

長崎薬局 ３０ ３０ ７０ １２０ 大阪薬品 １５ ０ １００ ９０ 

熊本病院 １０ ５０ ５０ ９０ 名古屋薬品 １５ ０ １００ ９０ 

大分病院 １０ ０ １００ ９０ 九州製薬 １５ １００   ０ ０ 

その他 ２０ ０ １００ ９０ その他 １５ １００ ０ ０ 

 

所有不動産有無 １ 無     ２ 有  

所 

有 

不 

動 

産 

概 

要 

種類 所在地 名義人 
土地 

建物 時価 
自己所有 借地 

本      社 

 

 
福岡市博多区博多駅南２－２－１ 
 

代表者外、当社 

㎡ 

1,000 

㎡ 

 

㎡ 

2,000 

百万円 

１５０ 

営 業 所 

 

 

 

 

      

工 場 ・店 舗 

 

 

 

 

     

自 宅 

 

 

 

 

     

そ の 他 

 

 

 

 

     

 時価合計 150百万円 

債務（借入）合計 120百万円 

担保に提供している場合の根抵当権極度額や抵当権債務残高の合計金額を

ご記入ください。 

申込人及び代表者個人が不動産を所有している場合にご記入ください。 
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申込人（企業）概要事項チェックシート 
 

○お客さまの概要、沿革、取引先との取引内容や所有不動産等の情報をご記入していただく書類です。 

○初めてのお申込の場合は、全項目ご記入ください。２回目以降のお申込の際は、変更のない項目については、ご記入を省略されて 

構いません。 

ﾁｪｯｸ欄 
申込人（企業）の概要に

ついて 

・ 日付は必ず御記入ください。 

・ 創業年月は必ず御記入ください。 

 

 
特許について ・ 特許や認証・資格を有している場合、その名称・内容等を御記入ください。  

 
取引先状況について ・ 主な販売先（受注先）、仕入先（外注先）について、取引高の上位５位についてその取

引状況を御記入ください。 

 

 

所有不動産概要につい

て 

・ お申込人または代表者が不動産を所有している不動産の概要を種類（用途）別に御記入

ください。なお、固定資産評価証明書等のご提出がある場合は、「別紙添付」と御記入く

ださい。 

・ 債務（借入）合計欄は、担保に提供している場合の根抵当権極度額や抵当権債務残高の

合計額を御記入ください。 
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信 用 保 証 委 託 契 約 書 
 

福岡県信用保証協会 行                                       令和  ３年 ４月  １日 

                                                                        西暦 

※委託者又は連帯保証人となる方が個人の場合、委託者・連帯保証人欄には必ず本人が自署してください。                      

※実印を押印してください。                                                      ※必ず日付をご記入願います。 

委 
 

 
 

 
 

託 
 

 
 

 
 

者 

本 社 ま た は 住 所  福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 

法      人      名 
ﾌﾘｶﾞﾅ             フクオカショウテン 

株式会社 福岡商店 

氏             名 ﾌﾘｶﾞﾅ     フクオカ タロウ                           商福 

ま      た      は 
         福岡 太郎                        店岡 

代   表   者    名 

  

連
帯
保
証
人 

住             所 

  

福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 

氏             名 
 ﾌﾘｶﾞﾅ    フクオカ タロウ                                                    太福 

福岡 太郎                       郎岡  

連
帯
保
証
人 

住             所   

氏             名 
 ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

連
帯
保
証
人 

住             所   

氏             名 
 ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

 

貴協会に信用保証協会法第２０条に基づく信用保証を委託するについて、委託者および保証人は、次の借入要項および各条項を確約します。 

なお、本契約は委託者が借入要項による借入をした日（ただし、借入形式が２、３または５の各ロの場合は初回の借入をした日、借入形式が４

の場合は委託者が金融機関との間で当座貸越契約を締結した日とします。）をもって成立するものとします。 

 

［借入要項］ 

金   融   機   関    名  博 多 銀 行               （ 福 岡   支店） 

借     入     形     式                                                                                                       

（該当項目を○で囲んでください） 

 １  証書貸付  ２ 手形貸付（イ 個別 ロ 極度）  ３ 手形割引（イ 個別 ロ 極度） 

 ４ 当座貸越（イ 貸付専用型  ロ 事業者カードローン） 

 ５ 電子記録債権割引（イ 個別 ロ 極度（手形・電子記録債権両方の割引を含む）） 

貴協会の審査により借入形式が変更された場合は、その借入形式を承認します。 

借     入     金     額  

 

金 
  ５  ０  ０  ０  ０  ０ ０  ０  

円 

                                （借入形式が２・３・５のロ、および４の場合は極度額） 

貴協会の審査により減額決定された場合は、その決定された金額を借入金額とします。 

 
（契約条項裏面） 

 

保証                                                                                                       

番号 
  

                                                              ※信用保証書に表示されている保証番号を 

金融機関においてご記入ください。 
 

金 融 機 関 ・ 協 会 使 用 欄 

検　　印 担当者印



 - 17 - 

 
 

信用保証委託契約書チェックシート 
 

○ 信用保証委託契約書は、「信用保証」についてお客様及び連帯保証人との信用保証協会との間に締結する基本契約です。 

○ この書類は２枚綴りの複写式となっております。１枚目が協会提出用、２枚目がお客様控えとなります。金融機関のご担当者は、 

受付の際必ず、お客様控えを切り離し、お客様にお渡しください。 

ﾁｪｯｸ欄 
委託者について ・ 日付は必ずご記入ください。 

・ 印鑑証明書のとおり、住所・氏名を必ず自署・捺印してください。なお、法人の場合はゴ

ム印を使用されて差し支えありません。ただし、㈱等の省略表記は用いず、「株式会社○○」

等と印鑑証明書のとおりご記入ください。 

 

 
 

連帯保証人について ・ 連帯保証人欄が不足する場合は、つぎ足してご利用ください。なお、つぎ足す場合は、 

お客様、連帯保証人全員の実印で割印をお願いします。 

 

 
 

借入要項について ・ 金融機関名、支店名を正しくご記入ください。金融機関において、金融機関名、支店名の

ゴム印を使用されて構いません。支店名は勘定店となりますので、ご注意ください。 

 

・ 貸付形式が「２ 手形貸付」の場合は、あわせて「イ 個別」・「ロ 極度」の該当項目を

○で囲んでください。 

 

・ 借入金額は、お申込金額をご記入ください。審査により減額された場合は、保証決定され

た金額が借入金額となりますが、信用保証委託契約書の借入金額の訂正は行いません。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 福岡県信用保証協会編集発行「信用保証委託申込書等関係様式（全国統一様式）記入の手引き」より一部抜粋 
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別記様式１（別表２関係） 

 エネルギー対策事業計画書 
                                                      〇〇  年５月１日   

                                   住   所  福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 

                   氏   名   

                       法人の名称及び代表者氏名  株式会社 福岡商店 

                          福岡 太郎 

電   話  (０９２)４１５－２６０５ 

１ 導入・整備する設備等の種類 

設備等の種類 
該当するもの 

（○を記入） 
コード 該当番号  

１ 省エネルギー設備  179103  （注１） 

２ 再生可能エネルギー設備 〇 179102 １ （注２） 

 

３ 

コジェネレーションシステム  
179103 

  

エネルギーマネジメントシステム   

蓄電池  179102  

４ 建築物の省エネ改修 〇 179103  

５ 水素ステーション  179102  

６ その他上記設備等と同等以上の効果を有すると認められるもの  
179102 

179103 
 

（注１） 中小企業信用保険法施行規則別表第２の１に掲げられている「エネルギーの使用の合理    

化に資する施設（１２０種類）」の場合は、その該当番号を記載してください。 

（注２） 同規則別表第２の２に掲げられている「非化石エネルギーを使用する施設（７種類）」の場

合は、その該当番号を記載してください。 

 

２ 導入・整備する設備等の内容                                              

設備等の名称、型式等 
設備等の規模・出力、 

省エネ効果等※ 

金  額 
（単位：千円） 

完了予定日 

（運転開始予定日） 

事務所ビルの省エネ改
修 

窓の複層ガラス化、屋根の張替え、
空調設備の更新 

25,000 千円  
R1.10.31 

（    ） 

太陽光発電設備一式（パネル
、コンディショナー、架台） 

出力100kW 30,000 千円  
R1.10.31 

（    ） 

  
千円  

 

（    ） 

合 計 55,000 千円※ － 

※ 「建築物の省エネ改修」の場合は、「省エネ率計算シート」を添付してください。 

 

３ 設備等を導入・整備しようとする場所（市町村名以下を記入） 

福岡県 福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号、北九州市小倉北区古船場町１番３５号 

 

４ 資金調達計画                                                      （単位：千円） 

 
本制度による借入 

国・自治体等からの

補助金等 

その他 

（自己資金含む） 
合  計 

所要額 30,000 千円 千円 25,000 千円 55,000 千円※ 

※ ２（導入・整備する設備等の内容）の合計と４（資金調達計画）の合計が一致するように記入してく

ださい。 

押印不要 

融資を受けて導入するものすべてに〇をつけてください。 

融資対象経費とならないものであっても、「信用保証委託申込

書」の「調達方法」・「必要理由」に記載するものは、ここに

も記載してください。 

中小企業信用保険法施行規則別表第２を参照の上、該

当する番号を記入してください。 



 - 19 - 

別記様式２（別表２関係） 

 

省エネ率計算シート 

                                                      〇〇  年 5 月 １日   

                                    住   所  福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 

                    氏   名 

            法人の名称及び代表者氏名  株式会社 福岡商店 

福岡 太郎 

電   話  (０９２)４１５－２６０５ 

１ 省エネ改修を行う建築物の概要 

名 称  株式会社福岡商店事務所ビル 

所在地 福岡県 福岡市博多区博多駅南２丁目２番１号 

規 模 （延床面積）  2,000 ㎡ （階数） 地上： ２階 、 地下：  階 

用 途 
（✔を記入） 

✔事務所・工場  □学校  □物販店  □飲食店  □集客施設 

□病院  □ホテル  □その他（具体的に：          ） 

【記入上の注意】 

  ・「所在地」は、「エネルギー対策事業計画書」の「３ 設備を導入（設置）しようとする場所」と一致す 

るように記入してください。 

  ・本融資では、延床面積が 5,000 ㎡以上の建築物を「大規模建築物」、延床面積が 5,000 ㎡未満の建築物を 

「中小規模建築物」として取り扱います（躯体改修の省エネ率の計算式が異なります）。 

 

２ 省エネ改修による省エネ率 

Ａ 躯体改修による省エネ率     19.5 ％ 

Ｂ 設備改修による省エネ率      10 ％  

合計（Ａ＋Ｂ）     29.5 ％  

【記入上の注意】 

  ・小数点第一位まで記入してください（「４ 省エネ改修による省エネ率の計算根拠」も同じ）。 

・「４ 省エネ改修による省エネ率の計算根拠」に、省エネ率の計算式等を記入してください。 

 

３ 省エネ改修の工事開始予定日及び工事終了予定日  

工事開始予定日 令和元年 ６月 １日 

工事終了予定日 令和元年１０月３１日 

【記入上の注意】 

  ・「工事終了予定日」は、「エネルギー対策事業計画書」の「２ 実施内容」の「完了予定日」と一致する 

ように記入してください。 

・「工事開始予定日」と「工事終了予定日」は、申込時点の見込みを記入してください。 

※合計（Ａ＋Ｂ）が１０％以上 

となることが必要です。 

押印不要 
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４ 省エネ改修による省エネ率の計算根拠 

(1) 躯体改修〔必須〕 

該当欄 

（○を記入） 
改修項目 内 容 

〇 開口部 

内 容 
（例：複層ガラス化） 

 窓の複層ガラス化 

① 開口部全体の面積 200 ㎡   

② 改修する開口部の面積 100 ㎡   

③ 改修割合（②/①×100） 50 %   

④ 建築物全体での省エネ率 

（a×③÷100） 
・大規模建築物の場合（a%=3%）：＝    % 

・中小規模建築物の場合（a%=15%）：＝   7.5 % 

〇 屋根・外壁 

内 容 
（例：断熱材での外壁改修） 

 断熱性能の高い屋根への張替え 

① 屋根・外壁全体の面積 1,000 ㎡   

② 改修する屋根・外壁の面積 1,000 ㎡   

③ 改修割合（②/①×100） 100 %   

④ 建築物全体での省エネ率 

（a×③÷100） 
・大規模建築物の場合（a%=2%）：＝    % 

・中小規模建築物の場合（a%=12%）：＝    12 % 

 日射遮蔽 

内 容 
（例：庇の設置） 

 

① 日射遮蔽全体の面積 
     ㎡   

② 改修する日射遮蔽の面積      ㎡   

③ 改修割合（②/①×100）     %   

④ 建築物全体での省エネ率 

（a×③÷100） 

・大規模建築物の場合（a%=1%）：＝    % 

・中小規模建築物の場合（a%=4%）：＝    % 

 その他 

内 容  

① 当該項目全体の面積      ㎡   

② 改修する当該項目の面積      ㎡   

③ 改修割合（②/①×100）     %   

④ 建築物全体での省エネ率 

（当該項目の省エネ率×③÷100） 
※「(3) 補足」に計算式等を記入してください。 

 

Ａ 躯体改修による建築物全体での省エネ率の合計 

（各項目の④の合計） 
19.5 %  

 

【記入上の注意】 

  ・本融資は躯体改修を行うことが必須ですので、上の表に必要事項を必ず記入してください。 

 ・ 改修項目ごとに「見なし省エネ率（a%）」を設定していますので、省エネ率計算の参考にしてくださ 

い。なお、大規模建築物と中小規模建築物で見なし省エネ率が異なりますので、ご注意ください。 

  ・見なし省エネ率を使わずに省エネ率を計算する場合及び「その他」の改修を行う場合は、「(3) 補足」 

に計算式等を記入してください。 

  ・「その他」が複数ある場合は、適宜行を追加してください。 
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(2) 設備改修 

該当欄 

（○を記入） 
改修設備 

建築物の用途別の 

見なしエネルギー 

消費割合[%] 

a 

導入する設備の 

省エネ率[%] 

b 

設備別の改修割合[%] 

c 

設備導入による 

省エネ率[%]d 

(a×b×c÷10000) 

〇 空調設備 

熱源設備 35 % 20 % 100 % 7 % 

搬送設備 5 % 20 % 100 % 1 % 

二次側設備 10 % 20 % 100 % 2 % 

 換気設備 
    %     %     %     % 

 照明設備 
    %     %     %     % 

 給湯設備 

熱源設備 
    %     %     %     % 

搬送設備 
    %     %     %     % 

 昇降設備 
    %     %     %     % 

 その他 ※「(3) 補足」に計算式等を記入してください。 
    % 

 

Ｂ 設備改修による建築物全体での省エネ率の合計 

（各項目の d の合計） 
10 %  

 

【記入上の注意】 

  ・本融資を受けて躯体改修とともに設備改修を行う場合は、上の表に必要事項を記入してください。 

  ・下表のとおり、建築用途別に各設備の「見なしエネルギー消費割合」を設定しています。改修設備の 

分類と「１ 省エネ改修を行う建築物の概要」で選択した用途を確認の上、該当する数字をシートの a 

（建築物の用途別の見なしエネルギー消費割合）の欄に記入してください。 

＜建築物の用途別の見なしエネルギー消費割合＞ 

改修設備の分類 事務所 学校 物販店・飲食店・集客施設 病院 ホテル 

空調設備 

熱源設備 35% 28% 28% 21% 32% 

搬送設備 5% 4% 4% 3% 5% 

二次側機器 10% 8% 8% 6% 8% 

換気設備 5% 10% 10% 10% 5% 

照明設備 20% 25% 25% 10% 10% 

給湯設備 
熱源設備 - - 9% 36% 27% 

搬送設備 - - 1% 4% 3% 

昇降設備 3% - 5% 5% 3% 

その他 22% 25% 10% 5% 7% 

合 計 100% 100% 100% 100% 100% 

  ・b（導入する設備の省エネ率）の欄には、当該設備のカタログ、仕様書その他の資料に記されている省エ 

ネ率を記入してください（あわせて、その資料を「申込書類」の「11 導入しようとする設備が融資対象 

設備に該当することを示す書類」として添付してください）。 

  ・c（設備別の改修割合）の欄には、設備ごとに、それぞれの建物全体に対する改修部分の割合（合計面積

や合計容量に対する改修部分の割合等）を記載してください。 

  ・見なしエネルギー消費割合を使わずに省エネ率を計算する場合及び「その他」の設備改修を行う場合 

は、「(3) 補足」に計算式等を記入してください。 



 - 22 - 

 

(3) 補足 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【記入上の注意】 

・(1)及び(2)において、「見なし省エネ率」や「見なしエネルギー消費割合」の数値を使わずに省エネ率を

計算する場合及び「その他」の改修を行う場合は、上の枠にその計算根拠等を記入してください（必要に

応じて資料を添付してください）。 
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別記様式３（別表２関係） 

エネルギー対策特別融資 申込みに必要な書類チェックリスト 

エネルギー対策特別融資の申込みを行う際は、取扱金融機関へ書類を提出する前に、次に掲

げる必要書類が揃っているかどうかを確認してください。 

申込みにあたっては、必要な書類をすべて添付してください。 

  書類の名称 チェック 

一

般

的

事

項 

１ 
信用保証委託申込書（信用保証委託契約書一式） 
…福岡県信用保証協会が定める信用保証委託契約書等の書類です。 

 

２ 
個人情報の取扱い（提供）に関する同意書 

※初回の保証申込の場合に必要。 

 

３ 

納税証明書 
※ 納期限が到来している直近の１事業年度分（１年分）に係る事業税を完納してい 

ることを示す納税証明書（福岡県の県税事務所が発行）を提出してください。ただ 

し、事業税の課税がない場合は、市町村が発行する県・市町村民税の納税証明書を 

提出してください。 

 

４ 申込みが法人の場合は、商業登記簿謄本（発行後１か月以内のもの） 

（法人のみ） 

 

５ 印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 
 

６ 許認可を必要とする業種にあっては、その許認可証の写し 
 

７ 

決算書、納税申告書等の写し。ただし、特定非営利活動法人の場合は、これに代

えて、次に掲げる書類のすべてを提出すること。 

① 事業報告書 

② 計算書類（活動計算書及び貸借対照表）及び財産目録 

③ 年間役員名簿 

④ 社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所を記載した書面の写し 

 

エ

ネ

ル

ギ

ー

関

連

事

項 

８ エネルギー対策事業計画書 
 

９ 設備の見積書（有効期限内のもの） 
 

10 

導入しようとする設備が融資対象設備に該当することを示す書類 

（例：設備のカタログ、仕様書、図面、省エネ診断書等※） 
 ※ 導入しようとする設備について、福岡県の「省エネルギー無料相談事業」等によ

り、導入効果に関する診断等を受けた場合は、その診断書等を添付してください。 

 

11 

省エネ率計算シート 
※ 建築物の省エネ改修の場合のみ必要。 

（該当する場合） 

12 チェックリスト（この用紙です。） 
 

13 
その他必要と認める書類 
 ※ １～13 の書類のほかに、必要に応じて追加資料をお願いする場合があります。 

（該当する場合） 

 

省エネ診断書の添付は必須ではありませんが、融資対象

設備であることを示す資料となりますので、省エネ診断

を受けた場合はできる限り添付してください。 


